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研究要旨 

東日本大震災前後のデータを用いて、被災地の要配慮者である高齢者の震災後の新たな

うつ傾向発症（うつ発症）と震災後の転居の関連を検証することを目的とした。 
宮城県岩沼市に在住し、震災前後（2010年と2013年）に行った日本老年学的評価研究

（JAGES）の両質問紙調査に回答した3,567名（男性1,552名、女性2,015名）のうち、2,242名

（男性 1,039名、女性 1,203名）を分析対象とした。高齢者のうつ発症の測定にはGDS15項

目版（Geriatric Depression Scale: 高齢者用うつ尺度短縮版）を用い、2013年時に5点以上とな

っていた場合をうつ発症と定義した。 

ベースライン時GDSが5点未満で、追跡時にうつ発症していたのは16.2%（363名）であっ

た。また震災後に転居しなかった人は2,084名（93.0％）、仮設住宅への転居者は42名（1.9％）、

みなし仮設への転居者は19名（0.8％）、新居への転居者は36名（1.6％）、その他が10名（0.4％）、

回答無しが51名（2.3％）であった。震災後の新規うつ発症との関連では、転居しなかった人

と比較し、みなし仮設、新居への転居者は、うつ発症リスクに統計学的な違いがなかったも

のの、仮設住宅へ転居した人は、震災後のうつ発症リスクが約2倍となっていた(Adjusted rate 

ratio: 2.07, 95 Confidence interval: 1.45, 2.94)。 

 社会的・経済的な高齢者の背景や震災被害に関する要因を調整しても、仮設住宅への転

居がうつ発症リスクとなる可能性が示された。１．物理的な住居環境の影響（狭い空間や騒

音など）、２．社会的な影響（新しい近隣関係やプライバシーがない環境など）、３．心理

的な影響（将来への不安など）の3要因が仮設住宅への転居者のうつ発症リスクに影響した

可能性が考えられた。 

 

 

Ａ.研究目的 

日本の年間自殺者数約2.5万人のうち、60歳以

上が占める割合は約4割におよぶ（内閣府、

2016）。高齢者の自殺動機には、健康問題など

が半数以上を占め、その背景にうつなどの精神

疾患の有無が挙げられる（日老医誌、2012）。ま

た、うつは認知症や要支援・要介護のリスク要因

でもあり（Hajeck、2016）、介護予防の観点からも

うつ予防、早期発見、治療は重要である。 

特に震災等の自然災害は、身体や心理、社会

生活に多様な影響を与え、災害後に心的外傷後

ストレス障害やうつの割合が高くなることが知られ

ており、被災した高齢者は認知症や要支援・要

介護リスクが高い集団であるといえる。 

しかし、日本の高齢者の震災後の精神疾患に

ついての報告は少なく、震災後の転居は心理的

健康被害を悪化させる可能性があるが、これらの

関連は、十分に検証されていない。特に転居先

によって健康被害に相違があるかの報告はない。

本研究は、東日本大震災前後（2010年と2013年）

のデータを用いて、被災地の要配慮者である高

齢者の震災後の新たなうつ傾向発症（うつ発症）
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と震災後の住居転居の関連を検証することを目

的とした。 

 

Ｂ.研究方法 

東日本大震災の被災地である宮城県岩沼市に

在住し、震災前後（2010年と2013年）に行った日

本老年学的評価研究（JAGES）の両質問紙調査

に回答した3,567名（男性 1,552名、女性 2,015名）

を対象とした。このうち2010年時点で、要支援・

要介護認定を受けておらず、ADL（Activity of 

daily living: 日常生活動作）が自立しており、更

に、GDS15項目版（Geriatric Depression Scale: 高

齢者用うつ尺度短縮版）の回答が5点未満であっ

た2,242名（男性 1,039名、女性 1,203名）を分析

対象とした。2013年調査時にGDSが5点以上とな

った場合をうつ発症と定義し、震災に伴う転居

（「転居なし」、「仮設」、「みなし仮設」、「新

規購入」、「その他」）との関連をポアソン回帰

分析で検証した。年齢、性別、主観的健康感、教

育歴、所得、独居、震災による身近な親族や友人

との死別、家屋被害の影響を調整した。 

（倫理面への配慮） 

本調査は、文部科学省および厚生労働省が定

める「疫学研究に関する倫理指針」を遵守して

実施された。対象者への同意は、書面で説明し、

同意が得られた場合にのみ回答を記入し、返送

してもらった。本研究は、ハーバード大学、日本

福祉大学および千葉大学の倫理審査委員会から

の承認を得て行った。 

 

Ｃ.研究結果 

ベースライン時のGDSが5点未満で、追跡時に

うつ発症していたのは16.2%（363名）であった。 

また震災後に転居しなかった人は2,084名

（93.0％）、仮設住宅への転居者は42名（1.9％）、

みなし仮設への転居者は19名（0.8％）、新居へ

の転居者は36名（1.6％）、その他が10名（0.4％）、

回答無しが51名（2.3％）であった。震災後の新

規うつ発症との関連では、転居しなかった人と

比較し、みなし仮設、新居への転居者は、うつ発

症リスクに統計学的な違いがなかったものの、

仮設住宅へ転居した人は、震災後のうつ発症リ

スクが約2倍となっていた(Adjusted rate ratio: 

2.07, 95 Confidence interval: 1.45, 2.94)。 

 

Ｄ.考察 

本研究では震災前後の自然実験データを用い、

被災地の要配慮者である高齢者の震災後の新規

うつ発症率を算出した結果、約16%であった。本

研究は、2度の調査に回答した人に限定したもの

であり、実際のうつ発症率を過小評価している

ことが予想されるが、本研究で算出された値は

自然災害が発生した場合の要支援要介護を受け

ておらず、自立した高齢者の新規うつ発生率の

目安になると考えられた。 

また、震災後のうつ発症と震災後の転居の関連

について、社会的・経済的な高齢者の背景や震

災被害に関する要因を調整しても、仮設住宅へ

の移動がうつ発生に関連する可能性があった。

一方で、みなし仮設や新居への転居はうつ発症

リスクとはならなかった。これらの結果から、

１．物理的な住居環境の影響（狭い空間や騒音

など）、２．社会的な影響（新しい近隣関係やプ

ライバシーがない環境など）、３．心理的な影響

（将来への不安など）の3要因が仮設住宅への転

居者のうつ発症リスクに影響した可能性が考え

られた。 

将来の震災に備えて、どういった住居の提供を

促進すべきかを検討する際に、仮設住宅では、

上記の3要因に配慮した環境を整えると共に、入

居者の状況把握などの支援体制に未だ課題は残

るものの、みなし仮設の活用に向けた環境整備

も必要であると考えられる。 
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Ｆ.健康危険情報 

（分担研究報告書には記入せずに、総括研究報

告書にまとめて記入） 
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Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3. その他 

 なし 
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